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第１章 総 則 

（名称)  

第１条 当法人は、一般社団法人 EFC 防災、介護、トイレのバリアフリーと称

する。  

（主たる事務所)  

第２条 当法人は、主たる事務所を東京都羽村市神明台四丁目９番１５号に置く。 

（目的） 

第３条 当法人は、トイレの衛生面や処理の改善を通し、地球環境を保全し、す

べての人類の人権の向上に努めることを目的とし、その目的に資するため、次

の事業を行う。 

（１）災害用トイレの再利用事業 

（２）防災用品(非常食、備蓄水など)の再利用事業 
（３）災害用トイレの販売 
（４）防災用品の販売 
（５）CSR及び広報の受託事業 
（６）ホームページ等の WEB関連の制作 
（７）介護用品の販売 

（８）食品および医薬品の衛生資材の製造および販売 

（９）環境復旧、無害化関連商品の販売 
（１０）上記に付帯するコンサルティング事業 
（１１）海外各国の市場調査、環境調査及びコンサルタント業務 

（１２）防災対策のコンサルティング業務、BCP 策定、防災教育の受

託及び講師派遣 

（１３）国内外のテレビ、ラジオ、新聞、雑誌及び屋外、交通、映画、

ダイレクトメール、衛生メディア、インターネット、パブリック・リ

レーションズ、セールスプロモーション、その他広告宣伝の取り扱い 

（１４）広告宣伝、販売促進に関連するマーケティング戦略のコンサ

ルティング、プランニング及びサービス 

（１５）広告宣伝、広報、販売促進に関する企画立案並びに制作 

（１６）照合、ブランドに関する名称等のコンサルティング、開発及

び、その広告宣伝セールスプロモーションに関する企画 

（１７）事業、商品（含むサービス）の開発及び、その広告宣伝セー

ルスプロモーションに関する企画 

（１８）文化、スポーツ等のイベント、興行の企画立案・制作並びに

その運営、実施 
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（１９）タレント、アーティスト、スポーツ選手、コンパニオンのマ

ネジメント、斡旋、養成及び管理 

（２０）出版、印刷、写真、映画の企画・立案及び制作 

（２１）上記に付帯する人材派遣業務 

（２３）その他前各号に附帯する一切の業務  

  

（公告）  

第４条 当法人の公告は、官報に掲載する方法により行う。  

第２章 社 員 

（入社) 

第５条 当法人の目的に賛同し、入社した者を社員とする。  

２ 社員となるには当法人所定の様式による申込みをし、代表理事の承認を得る

ものとする。  

（経費等の負担）  

第６条 社員は、当法人の目的を達成するため、それに必要な経費を支払う義務

を負う。  

２ 社員は、社員総会において別に定める入会金及び会費を納入しなければなら

ない。  

（社員の資格喪失）  

第７条 社員は、次の各号の一に該当する場合には、その資格を喪失する。  

（１）退社したとき。  

（２）成年被後見人又は被保佐人になったとき。  

（３）死亡し、若しくは失踪宣告を受け、又は解散したとき。  

（４）１年以上会費を滞納したとき。  

（５）除名されたとき。  

（６）総社員の同意があったとき。  

（退社) 

第８条 社員は、いつでも退社することができる。ただし、１か月以上前に当 

法人に対して予告をするものとする。 

（除名）  

第９条 当法人の社員が、当法人の名誉を毀損し、若しくは当法人の目的に反す

る行為をしたとき、又は社員としての義務に違反したときは、一般社団及び一

般財団法人に関する法律（以下「一般法人法」という。）第４９条第２項に定め

る社員総会の特別決議によりその社員を除名することができる。  
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（社員名簿）  

第１０条 当法人は、社員の氏名又は名称及び住所を記載した社員名簿を作成す

る。  

第３章 社員総会 

（社員総会) 

第１１条 当法人の社員総会は、定時社員総会及び臨時社員総会とし、定時社員

総会は、毎事業年度の終了後３か月以内に開催し、臨時社員総会は、必要に応

じて開催する。  

（開催地)  

第１２条 社員総会は、主たる事務所の所在地において開催する。  

（招集）  

第１３条 社員総会の招集は、理事が過半数をもって決定し、代表理事が招集す

る。  

２ 社員総会の招集通知は、会日より５日前までに各社員に対して発する。  

（決議の方法) 

第１４条 社員総会の決議は、法令に別段の定めがある場合を除き、総社員の議

決権の過半数を有する社員が出席し、出席社員の議決権の過半数をもってこれ

を行う。  

（議決権）  

第１５条 各社員は、各１個の議決権を有する。  

（議長）  

第１６条 社員総会の議長は、代表理事がこれに当たる。代表理事に事故がある

ときは、当該社員総会で議長を選出する。  

（議事録）  

第１７条 社員総会の議事については、法令の定めるところにより議事録を作成

し、社員総会の日から１０年間主たる事務所に備え置く。  

第４章 役 員  

（員数）  

第１８条 当法人に次の役員を置く。  

理事 ２名以上 

（選任等）  

第１９条 理事及び監事は、社員総会の決議によって社員の中から選任する。た

だし、必要があるときは、社員以外の者から選任することを妨げない。  

（任期) 

第２０条 理事の任期は、選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のもの
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に関する定時社員総会の終結の時までとし、再任を妨げない。  

２ 補欠として選任された理事の任期は、前任者の任期の満了する時までとする。 

３ 理事は、辞任又は任期満了後において、定員を欠くに至った場合には、新た

に選任された者が就任するまでは、その職務を行う権利義務を有する。  

（代表理事の選定及び職務権限) 

第２１条 当法人は、代表理事１名を置き、理事の互選により定める。  

２ 代表理事は、当法人を代表し、当法人の業務を統括する。   

（役員の報酬等）  

第２２条 役員の報酬、賞与その他の職務執行の対価として当法人から受ける財

産上の利益は、社員総会の決議をもって定める。 

（取引の制限） 

第２３条 理事が次に掲げる取引をしようとする場合には、社員総会において、

その取引について重要な事実を開示し、その承認を受けなければならない。 

（１）自己又は第三者のためにする当法人の事業の部類に属する取引 

（２）自己又は第三者のためにする当法人との取引 

（３）当法人がその理事の債務を保証することその他理事以外の者との間に

おける当法人とその理事との利益が相反する取引 

 

第５章 基 金 

（基金の拠出)  

第２４条 当法人は、社員又は第三者に対し、一般法人法第１３１条に規定する

基金の拠出を求めることができるものとする。 

（基金の募集）  

第２５条 基金の募集、割当て及び払込み等の手続については、理事が決定する

ものとする。  

（基金の拠出者の権利） 

第２６条 拠出された基金は、基金拠出者と合意した期日までは返還しない。（基

金の返還の手続) 

第２７条 基金の拠出者に対する返還は、返還する基金の総額について定時社員

総会における決議を経た後、理事が決定したところに従って行う。  

第６章 計 算 

（事業年度）  

第２８条 当法人の事業年度は、毎年４月１日から３月３１日までの年１期とす

る。  
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（事業計画及び収支予算） 

第２９条 当法人の事業計画及び収支予算については、毎事業年度開始日の前日

までに代表理事が作成し、直近の社員総会において承認を得るものとする。こ

れを変更する場合も、同様とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、やむを得ない理由により予算が成立しないときは、

代表理事は、社員総会の決議に基づき、予算成立の日まで前年度の予算に準じ

収入を得又は支出することができる。 

３ 前項の収入支出は、新たに成立した予算の収入支出とみなす。 

第７章 附 則 

（定款に定めのない事項）  

第３０条 この定款に定めのない事項については、すべて会社法及び会社法の施

行に伴う関係法律の整備等に関する法律その他の法令によるものとする。 

 上記は法人の現行定款と相違ありません。 

  平成２７年 ４月１４日 

    一般社団法人 EFC防災、介護、トイレのバリアフリー 

    代表理事 足立 寛一   


